
「ビール卸の不当廉売か、イオンの優越的地位の濫用か？」
今年8月、公取委は、酒類卸売業者３社（三菱食品株式会社、伊藤忠食品株式会社、日本酒類販売株式会社）に対し、不当廉売に当たる行為があったと警告を出した。
しかし、その経緯などを見ると、逆に、ビールを買う側のイオンによる買いたたき（＝優越的地位の濫用）と見るべきではないかとも思われる。
本件は、イオンが全国紙に1面広告を掲載して自社の正当性を主張するという異例の事態になった。
以下、時間順に、＜A＞から＜F＞まで、経緯を追いながらまとめてみた。
＜A＞公取委による警告事件（2012年8月1日）
http://www.jftc.go.jp/pressrelease/12.august/120801.pdf
第１ 酒類卸売業者に対する警告について

酒類卸売業者３社（以下「卸売業者３社」という。）は，遅くとも平成２１年１月以降，それぞれ，特定の酒類小売業者に対し，ビール類のうち一部の商品をその供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給することにより，当該酒類小売業者が運営する各店舗の周辺地域に所在する他の酒類小売業者の事業活動を困難にさせるおそれを生じさせている疑いがある。
第2　ビール類製造業者等及び特定の酒類小売業者に対する要請について
１ 前記第１の２(1)の一部の行為について，ビール類製造業者が，「酒類に関する公正な取引のための指針」（平成１８年８月３１日）等に基づく国税庁の指導を踏まえてビール類の販売に関するリベートを見直した結果，酒類小売業者向けリベートを削減したこと及び酒類卸売業者が削減されたリベートの相当額を特定の酒類小売業者への納入価格に反映することができていなかったこと（注４）が，その原因の一つとなっていたものと認められた。
（注４） ビール類製造業者等は，一定の基準を満たす酒類小売業者向けリベートをその納入元である酒類卸売業者に一旦支払い，酒類卸売業者は，通常，当該酒類小売業者への納入価格を値引くことにより当該リベートを供与している。
２ 公正取引委員会は，ビール類製造業者等及び特定の酒類小売業者に対し，それぞれ，酒類卸売業者により不当廉売となる行為が行われることのないよう，酒類卸売業者から取引条件の変更について申入れがあった場合には，十分な協議を行うことを要請した。
<B> 一部報道によると---
公取委の調査によると、卸売り３社は２００９年１月から、ビールと発泡酒の、合計で約１０種類の銘柄を原価を下回る価格でイオンに卸し、その結果、イオン周辺の中小酒販店が価格競争で不利になり、営業が困難になる恐れが生じる疑いがあった。
　ビールの店頭価格は従来、ビール各社が販売数量に応じた販売助成金（リベート）を、卸売業者経由で小売店に支払うことで、安く抑えられてきた。

　だがビールの安売り競争が過熱したため、０６年の国税庁などの指導でリベートが廃止された。卸売り３社はその分の値上げを小売店に求めたが、イオンが「お客さまに納得してもらえない」として反発。メーカーとイオンの板挟みとなった３社は、原価割れの状態でビールをイオンに卸す代わりに別の酒類や食品の取引を調整することで最終的な採算を取っていた。

　公取委の今回の警告と協力要請には、中小酒販店を保護する狙いがある。一方、長引くデフレのもと、消費者の低価格志向は強まるばかり。イオンの岡田元也社長は「守るべきは消費者」と話しており、公取委の協力要請には応じない構え。
<C> 8月9日の報道
「イオンに不当廉売、窮地に立つビール卸　赤字体質脱却への打開策はあるのか。」
http://www.toyokeizai.net/business/industrial/detail/AC/3fab4595b3a001b0d17959a1cc1d7e28/
　公正取引委員会は７月２０日、食品卸の三菱食品と伊藤忠食品、日本酒類販売に対して、独占禁止法違反（不当廉売）で警告する旨の事前通知を行った。卸３社はイオンに対し、仕入れ原価に販管費など供給に必要な費用を加えた価格を著しく下回る水準で、ビール類を納入していた疑いが指摘されている。
　これを受けてイオンは２３日に記者会見を開き、同社が一方的に取引条件を決定した事実はないと主張。不当廉売が同社の要請によって行われたことはないとの考えを示した。
　一方、卸側は日本酒類販売が公取委から事前通知を受けたとする短いコメントを発表しただけで、三菱食品と伊藤忠食品は沈黙を貫いている。双方の対応の差から垣間見えるのは、小売りと卸の圧倒的な力関係の差だ。
　今回、不当廉売の“引き金”となったのは、ビールメーカーによる卸への販売奨励金（リベート）の廃止とされる。酒税法上、ビール類など酒類を販売するには蔵置免許を持った卸を通す必要がある。かつてメーカーは卸に対して、販売数量に応じて従量リベートを支払っており、卸はそれを原資に安値で小売りにビールを販売していた。が、２００５年に過剰な価格競争を助長するとして従量リベートを廃止。同時に希望小売価格制からオープン価格制に移行した。
これにより「一時はビールの値段が上昇した」（大手スーパー）という。が、イオンは「酒税法改正や原材料高騰による値上げならば応じるが、リベート廃止を理由とした値上げは消費者に説明がつかない」として値上げを拒否。代わりにメーカーの工場からイオンのトラックで商品を運び入れる仕組みを整え、卸側のコスト負担を軽減したとする。それでも、イオンに対しては本来卸すべき価格を下回る水準で卸す状態が続いていたとみられる。
営業赤字が常態化
　そもそもオープン価格制は、メーカー、卸、小売りがそれぞれ原価や仕入れ値に、供給上必要な販管費と適正な利潤を加えて取引先に販売できることを目的の一つとして導入された。ところが、ビール類の需要低迷やデフレ、海外競合品の台頭などで小売り間の安売り競争が加速。末端価格の低迷は当然、メーカーや卸の販売価格にも影響を及ぼしている。
　とりわけ卸はイオンのような強力な販売網を持つ小売りとの取引を維持するためにも、卸価格を柔軟に見直さざるをえないのが現実だ。イオンの例に限らず、小売りに対して採算の合う価格で卸せるような力関係にはないのである。
　実際、国税庁の「酒類卸売業者の概況」によると、酒類卸の１０年度の売上高総利益率が平均５・２％なのに対して、同年の販管費は平均７・９％と、赤字取引が横行している。
こうしたジリ貧体質を脱却するには、メーカーによる支援か卸価格の値上げ、もしくは自社でのコスト削減を実施するよりほかない。が、「メーカーや小売りには頼りにくく、現実的には自社のコストを削る方法しかない」（大手食品卸幹部）。各社とも不採算取引の見直しや経営統合など経営効率化を進めるものの、「従業員の生活やサービスレベルは妥協できない中、削減できる幅が狭まってきている」（同）。
　不当廉売の事実は卸が今のままでは立ちゆかないことを如実に示している。外部環境の変化が進む中、さらなる経営統合など抜本的な手を打たないかぎり、存続は難しい。
＜D>　イオンのサイト　（8月1日付け）
http://www.aeon.info/news/2012_1/pdf/120801R_1.pdf
１．本件の公正取引委員会の調査において、当社と卸売業者のビール取引により、当社店舗周辺の他の酒類小売業者の事業活動を困難にさせるおそれのある事実は認められなかったことを公正取引委員会に確認いたしました。
２．当社に対する独占禁止法違反（優越的地位の濫用）については、以下の理由により違反行為は認められなかったとの判断を公正取引委員会より通知いただきました。
①当社は、従来から、増税、原材料の高騰、公的機関からの指導など、値上げ要望の理由と要望内容の根拠が明確に示されれば、真摯に値上げ交渉に対応するという方針であること。
②当社には、ビール類製造業者等から卸売業者に支払われていたリベートの詳細が明らかにされず、このため、卸売業者の販売価格が供給に要する費用を著しく下回っているものかどうか当社には判断できなかったこと。
③２００７年～２００８年におけるビール類製造業者による酒類小売業者向けリベート削減に伴う卸売業者の販売価格の引上げ要求において、ビール類製造業者及び卸売業者は、当社に対し、リベート削減の理由等について十分に説明しなかったこと。
④当社は、納入価格の引上げには応じなかったものの、卸売業者との協議を重ね、物流コストの削減を図ったり、他の商品の取引を拡大したりするなど、一方的に不利益な条件を押し付けたとはいえないこと。
３．今後、卸売業者から取引条件の変更について申入れがあった場合は、十分に協議を行うよう公正取引委員会より要請がありました。この点については、これまでも当社が卸売業者と十分に協議を行ってきたことを公正取引委員会も認めております。
したがいまして、当社は、公正取引委員会からの要請の有無に関わらず、今後も、これまで通り卸売業者と協議を続けてまいります。
４．ビールの取引について、当社への独占禁止法（優越的地位の濫用）に関する公正取引委員会による調査に対し、当社は、資料作成や事情聴取により多大な時間及び労力を費やすこととなりました。また、事情聴取については、１日８～９時間に及ぶ事情聴取など社会通念上合理的な程度を超えるものと考えており、この調査手法に対して、当社は、本日、公正取引委員会に厳重に抗議をいたしました。
イオン株式会社は、今後も小売業の社会的使命として、「お客さま第一」の理念のもと、
お客さまが必要とされる商品やサービスを、お客さまに代わって調達しご提供する“消費者代位機能”を果たすべく、流通過程の合理化によるコスト削減や商品価値の最大化を図ってまいります。
<E> イオン8月10日各紙に「意見広告」

「このたび、公正取引委員会によるイオンへの調査の結果、ビールの取引に関して独占禁止法に反する事実は認められませんでした。一方で、同委員会より、今後、取引先さまから取引条件の変更の要望があった際には、話し合いに応じるよう要請を受けております。
しかしながら、イオンはお客さまにご納得いただける理由がない限り、今後も値上げに応じる意向はありません」。
「加えて、公正取引委員会がこのような要請をすることは、『企業の公正かつ自由な競争を促進し、消費者の利益を確保する』という独占禁止法の本来の趣旨に沿うものではないと考えています」
<F> 私の意見は下記の通り。
公取委8月1日のビール卸3社、三菱食品株式会社、伊藤忠食品株式会社、日本酒類販売株式会社に対する不当廉売の警告には疑問がある。
「特定の酒類小売業者に対し，ビール類のうち一部の商品をその供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給することにより，当該酒類小売業者が運営する各店舗の周辺地域に所在する他の酒類小売業者の事業活動を困難にさせるおそれを生じさせている疑いがある。」
これは、一部報道があるように、ビールメーカーによる卸への販売奨励金（リベート）の廃止があったのに、それに基づく値上げがイオンに対して通らなかったことを指しているようである。
第一に、本件の、卸からイオンに対する値上げの提案が原価割れを防ぐために必要だったとすれば、イオンが優越的地位の濫用によって、値上げを認めなかった行為を問題にすべきであった。
　第二に、ビール卸3社は、原価割れでも他の商品を納入していて、それで赤字を補填しているのだから、やはり3社の自主的な行為だという理屈は成り立たないと思われる。
　この理屈は、明らかな優越的地位の濫用に当たる行為があっても、相手方がそれを甘受すれば、それを自主的な行為と評価することになり、取引の実態（すなわち、実質的に自由な意思決定が損なわれている状態）と離れた解釈となる。
　第三に、では本件でなぜ公取委は優越的地位の濫用としなかったのか？
　推測では、「取引の相手方に不利益となるように取引の条件を設定」（独禁法2条9項5号ハ）の立証が困難であったからであろう。
ここで、ビール卸3社は、「不利益」となる取引条件を強いられたと立証するためには、次の２つのハードルを越えなければならない。
①　ビールの取引において、原価割れであること
②　ビール以外の取引を含めれば、不利益ではない、という抗弁を打ち破ること、
　私は、上記の①の立証は､特に今回は比較的容易であり、また、②は解釈として成立しないと考えているが、特に後者②について、私企業が多種多様な商品を赤字、黒字で取引することはノーマルなことだ、という「常識論」を正面から否定しなければならず、自信がなかったのかもしれない。
　優越的地位の濫用に当たる行為に対し、課徴金が課されるようになって、被疑者となる事業者には、正面から争うインセンティブが高まった。
この点につき、イオンのサイトを参照。
http://www.aeon.info/news/important/pdf/120723R_2_1.pdf
http://www.aeon.info/news/2012_1/pdf/120801R_1.pdf

　このような事情から、公取委が不当廉売の警告で済まそうという傾向になるのであれば残念なことであり、今後、この種の大規模小売業者の濫用行為に対して厳しい規制を加えるべきであると考える。

